
総務省では、政策評価の一層の質の向上とそれを通じた評価の実効性の確保を目

的として、政策評価の点検活動を実施しています。

今回の「政策評価の点検結果」は、各府省が実施した政策評価について、平成21年

度に総務省が点検を行った結果を関係府省に通知・公表するものです。

１

平成22年３月31日政策評価の点検結果の概要

〔各府省〕

政策評価の実施

〔総務省〕

評価に疑問があるも

のについて、事実関係

を把握・整理

〔総務省〕

点検結果を関係府省に通知・

公表

（公共事業18件、一般政策17件）

② 評価のやり方点検

目標が明確であるかなど、評価として備えるべき水準に達しているかを点検し、

課題を提起するもの

〔総務省〕

点検結果を政策評価・独

立行政法人評価委員会に

報告（3月19日）

① 評価の内容点検

評価の妥当性に疑問が生じた場合、評価の内容に踏み込み点検し、評価のやり直

しなどを指摘するもの



評価に疑問のある35件（８府省）の政策評価について事実関係を整理し、改善の方向を指摘

Ⅰ 公共事業（18件）〔複数の疑問に該当する政策評価があるため、延べで26件になる〕

《費用対効果分析マニュアル又は評価手法に関する疑義》
① 費用対効果分析マニュアルに不備等があるもの ----------------------------------------------------- ２件
② 費用対効果分析の手法が確立していないもの ------------------------------------------------------- １件

《費用対効果分析の方法に関する疑義》

③ 費用対効果分析の評価手法に疑義があるもの ------------------------------------------------------- １件

《需要予測等に関する疑義》

④ 費用対効果分析の前提となる需要予測等に疑義があるもの ------------------------------------------- ３件

《費用対効果分析の実施に当たっての疑義》

⑤ 費用対効果分析マニュアルの適用方法に疑義があるもの --------------------------------------------- ６件

⑥ 費用対効果分析に際しての基準年等に疑義があるもの ----------------------------------------------- ３件

⑦ 費用対効果分析に当たり一部費用が未計上であるもの ----------------------------------------------- ４件

⑧ 費用対効果分析に用いられるデータ等の信頼性に疑義があるもの ------------------------------------- ３件

⑨ 評価結果についての理由の説明が不十分であるもの ------------------------------------------------- ３件

Ⅱ 一般政策（17件）
⑩ 目標の達成度合いが低調又は目標の達成見込みがないにもかかわらず、原因分析等を行っていないもの --- ６件

⑪ 評価結果の判定根拠の説明が不十分であるもの ----------------------------------------------------- ２件

⑫ あらかじめ設定した指標と異なる指標で評価しているもの ------------------------------------------- ２件

⑬ 指標の測定に用いるデータの加工方法に疑義があるもの --------------------------------------------- １件

⑭ 政策効果を測定するために十分な指標が設定されていないもの --------------------------------------- ４件

⑮ 政策効果を測定するために適切な水準の指標となっていないもの ------------------------------------- １件

⑯ 数値化等による指標の具体化が不十分であるもの --------------------------------------------------- １件

２

評価の内容点検のポイント



３

水道水源開発施設整備事業（サンルダム）（北海道）〔厚生労働省〕

（事業概要）名寄市の風連地区及び自衛隊専用水道などにおける水質の改善や水源からの取水の不安定さを解消するため、サンル

ダム（検証対象）に参画し1,510㎥/日の新規水源を求める

（事 業 費）2.4億円

（事業期間）平成７年度～32年度

（評価の概要）

○ 平成17年度の再評価では、「ダムがない場合の渇水被害額」を
便益としていたが、今回（20年度）の再評価では、「ダムがない
場合は風連地区などにおける浄水施設に係る施設更新などが必要
となるため、その回避費用」を便益としている。

○ また、今回の再評価における便益の算定は、マニュアルにおけ
る「回避支出法」を採用したとしている。

回避支出法：家計等の需要者が水質の悪い水道水などの望ましくない

事態を回避するために支出する費用を価値とみなす方法。

例えば、ボトル水の購入など。

Ｂ／Ｃ＝１.４（便益：約25.8億円、費用：約18.5億円）

【総務省の疑問点】

○ 評価の継続性などの観点から、前回の評価から

便益算定方法を変更したことの説明を十分に行う

べきではないか。

○ 今回の便益算定方法は回避支出法によるとして

いるが、マニュアルにおける回避支出法の記述か

ら回避支出法によると読み取ることは困難ではな

いか。

【厚生労働省の対応】

○ 算定方法を変更した経緯は再評価書において説
明すべきであり、説明の必要性について、マニュ
アルの中で明記するよう改定する旨が示された。

○ 今回の再評価ではマニュアルにおける回避支出
法を準用したが、回避支出法と代替費用法の区分
については改めて整理する旨が示された。

１ 費用対効果分析マニュアルに不備等があるもの／評価結果についての理由の説明が不十分であるもの

平成17年度再評価

便益：ダムがない場合

の渇水被害額
算定方法を変更

今回再評価

便益：浄水施設に係る

施設更新などの

回避費用

Ⅰ 公共事業



４

水道水源開発施設整備事業（内海ダム）（香川県）〔厚生労働省〕

（事業概要）渇水への不安・被害を軽減するため、内海ダム再開発に参画し、新たに1,000㎥/日の水道用水を確保し、小豆島町

上水道の安定供給の確保を図る

（事 業 費）8.9億円

（事業期間）平成16年度～23年度

（評価の概要）

○ 本事業の便益（ダムがない場合の渇水被害額）を算出するに当
たっては、「節水率」を算定する必要がある。

○ 水道事業の費用対効果分析マニュアルにおける節水率の算定式
は、算定事例と資料集とで記載されている式が異なっており、小
豆島町は、このうち資料集の式を用いている。

Ｂ／Ｃ＝１.７９（便益：約17.8億円、費用：約9.9億円）

【総務省の疑問点】

○ 節水率の算定に際し、小豆島町は、資料集の式

を用いているが、当省が確認したいくつかの自治

体は算定事例の式を用いている。どちらの式を採

用すべきなのか。

【厚生労働省の対応】

○ マニュアルの資料集における節水率の定義は誤
りであるため、資料集の記述を修正する旨が示さ
れた。

○ 本事業では、資料集にある誤った節水率の定義
にしたがって費用対効果分析をしていたため、改
めて検証した上で、再評価書が修正されることと
された。なお、Ｂ／Ｃは、現在の結果からは大き
く変わらない見込みとのことである。

２ 費用対効果分析マニュアルに不備等があるもの

マニュアルにおける節水率の記述

・算定事例における記述

節水率＝（１－既存の水源量／日別給水量）×100

・資料集における記述

節水率＝（日別給水量／既存の水源量－１）×100

小豆島町は資料集の式を用いている

うちのみ



５

日居城野運動公園整備事業（岩手県）〔国土交通省〕

（事業概要）花巻市のスポーツ・レクリエーションの拠点として計画されており、赤松林のある豊かな自然環境を生かし、市民の体
力向上や健康の維持増進と憩いの場を提供する

（事 業 費）120億円

（事業期間）昭和52年度～平成24年度

（評価の概要）

本公園は、陸上競技場、野球場、体育館、テニスコートといった利
用に当たって受益者負担として利用料を求める公園施設が多数整備さ
れている。このため、公園のもたらす効果として、過年度より蓄積さ
れた利用者数等の実績値を活用した手法を用いて費用対効果分析を
行っている。

【間接的利用価値の計算方法】
利用者時給 Ｘ 公園利用関係時間 Ｘ 利用者数

（1,200円／時間） （120分） （17,044千人）

Ｂ／Ｃ＝３．２（便益：約411億円、費用：約130億円）

【総務省の疑問点】

○ 費用対効果分析に当たって、現在価値化がなさ

れていないのではないか。

○ 利用者時給の単価は100円単位ではなく適切な

額を設定するべきではないか。

【国土交通省の対応】

○ 総務省の指摘を踏まえ、「大規模公園費用対効

果分析手法マニュアル」を用いて再度評価を実施

する旨が示された。

３ 費用対効果分析の評価手法に疑義があるもの

※ 9,200円は「平成20年度公共工事設計労務単価（基準額）」の岩手県にお

ける軽作業員の所定労働時間内８時間当たりの単価。

【便益の内訳】
使用料 2億円
間接的利用価値 409億円
【費用の内訳】
投資事業費 114億円
維持管理費 16億円

9,200円※／８時間＝1,150円／時間
であるが、100円単位にまるめている。

便益及び費用が現在価値化
されていない。

ひじょうの



６

小本港小本浜地区国内物流ターミナル整備事業（岩手県）〔国土交通省〕

（事業概要）鉱産・林産資源等の物流機能の強化を図ること等を目的として小本港を整備

（総事業費）36億円

（事業期間）昭和59年度～平成27年度

（評価の概要）

小本港の防波堤、岸壁等を整備することにより、岩泉町などの背後

地域から産出する鉱山資源を移出することができるようになることか

ら、代替港として宮古港を経由した場合との陸上輸送コストの差を便

益として計上している。

砕石業者をはじめとする企業ヒアリングにより、目標年（平成28

年）における貨物量を確認し総計を18.1万トン／年と推計。

（砕石17.0万トン、原木、チップ0.9万トン、非金属鉱物0.2万トン）

【総務省の疑問点】
○ 同港を利用する唯一の港湾利用企業である砕石
業者が操業を停止したとの報道あり。

平成20年10月から同港の出荷実績がない。

○ 社会経済情勢の変化等により当該事業の便益の
根拠に疑問があることから、速やかに事実関係を
確認し、再評価を実施すべきではないか。

【国土交通省の対応】

○ 平成20年度再評価の需要予測の前提となったヒ
アリング対象企業以外にも新たに企業進出の動
きがあることから、岩手県では平成22年度に開
催される岩手県大規模事業評価委員会専門委員
会に現状について報告し、委員会からの意見を
踏まえ再評価を実施するか否かの検討を行うこ
ととしており、この検討結果を踏まえて対応す
る旨が示された。

４ 費用対効果分析の前提となる需要予測等に疑義があるもの

総便益 80億円

【便益の内訳】
陸上輸送コストの削減便益 約79億円
残存価値 約 1億円

総費用 62億円

Ｂ／Ｃ＝１．３



７

一般国道４３４号 徳山～錦バイパス（山口県）〔国土交通省〕

（事業概要）異常気象時に通行規制が指定されている幅員狭小、線形不良の隘路区間を解消し、安全で円滑な交通の確保を図る

（事 業 費）118億円

（事業期間）平成４年度～23年度

（評価の概要）

「一般国道４３４号 徳山～

錦バイパス」は、山口県周南市

須万を起点とし、山口県岩国市

錦町広瀬に至る延長12.8kmのバ

イパス整備事業。

平成12年度、15年度、17年度、

20年度と段階的に供用が開始さ

れてきており、12.8kmのうち

5.1kmが部分供用されている。

Ｂ／Ｃ＝１．３（便益：216億円、費用：170億円）

【総務省の疑問点】

○ 部分供用に伴い発現した便益に対応する維持修

繕費を費用に計上すべきではないか。

【国土交通省の対応】

○ 総務省の指摘のとおり、部分供用に伴い発現し
た便益に対応して平成12年度より維持修繕費を費
用に計上すべきとの認識が示された。

平成12年度より維持修繕費を計上する場合、費
用が170億円から172億円へ増加することから評価
書が修正される。なお、Ｂ／Ｃは1.3のまま変わ
らないことが確認された。

５ 費用対効果分析に当たり一部費用が未計上であるもの

【便益】

部分供用及び全線供用開始年次ごと
（平成12年度、15年度、17年度、20年度
及び23年度）にそれぞれ40年間計上。

【費用】

維持修繕費を平成23年度から計上。

部分供用に伴い発現
した便益に対応する
維持修繕費が費用に
計上されていない。

徳山～錦バイパス



８

産業保安（高圧ガス等保安対策事業）〔経済産業省／事業評価（事後）〕

（政策の概要）高圧ガスによる災害を防止し、公共の安全を確保するため、技術の進歩や環境変化を踏まえた高圧ガス保安技術の基準作成

や、事故情報の統計処理・解析、高圧ガス設備の耐震設計のあり方についての調査研究を行う

（評価の概要）
＜平成20年度事後評価書： 事業の目標及び指標＞

＜平成20年度事後評価書： 目標・指標の推移＞

しかしながら、目標が達成されていない原因等に関する分析がなされて
いない。また、「事故による死傷者数の減少」のデータが明らかにされてい
ない。

さらに、事業の実施により期待される効果が得られていないにも関わらず、
今後の方向性では、事業の継続が必要とされている。

【総務省の疑問点】

○ 効果の発現状況を踏まえれば、なぜ目標が低調

な達成度合いにとどまったのかについての十分な

原因分析を行った上で評価結果を導くべきではな

いか。

【経済産業省の対応】

○ ①確定情報を踏まえた直近の事故件数・死亡者

数、及び②基本的な設備管理や保安管理教育がな

されていれば防止することができたと考えられる

事故も含まれていることから事故情報及びその再

発防止策などの情報をより有効に活用できる環境

整備が重要である等原因分析及びその結果を踏ま

え、評価書を修正する旨が示された。

１ 目標の達成度合いが低調であるにもかかわらず、原因分析等を行っていないもの

産業活動における事故件数の減少、事故による死傷者数の減少を
目指す

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度 Ｈ18年度 Ｈ19年度

高圧ガス保安
法関係事故
（災害）件数

１４６ １５７ １６５ １９３ ２８５

「高圧ガス保安法関係事故（災害）件数」は増加傾向にあり、目標達成
には至っていない。

Ⅱ 一般政策



９

大気・水・土壌環境等の保全（大気環境の保全）〔環境省／実績評価〕

（政策の概要）固定発生源及び自動車等からの排出ガスによる大気汚染に関し、大気汚染に係る環境基準等の達成状況の改善を図り、

大気環境を保全する。

【総務省の疑問点】

燃料電池自動車の普及が低迷している原因を分析

した上で、分析結果を適切に反映した今後の方策を

検討すべきではないか。

【環境省の対応】

①燃料電池の性能向上、低コスト化の研究開発
の成果が本格的な実用化の段階に至っていないこ
となどにより、燃料電池自動車に係る車両価格が
極めて高い、燃料電池の耐久性がないなどの課題
が依然として解消されていないという目標未達成
の原因、及び②政策体系の再構築やその実現手段
（関連施策及び事務・事業）の見直し等の今後の
方策を明らかにするため、本年度の評価書を修正
する旨が示された。

２ 目標の達成見込みがないにもかかわらず、原因分析等を行っていないもの

（評価の概要）

指標の一つである「燃料電池自動車の普及台数（目標年度：平成22年
度、目標値：50,000台）」について、本年度評価書では平成19年度時点
での達成状況が極めて低調であり、また、直近５年間で実績値がほぼ横
ばいで推移する結果となっているにもかかわらず、特段の分析や今後の
方策についての検討がなされていない。

（燃料電池自動車の普及台数） 単位：［台］

Ｈ15
年度

Ｈ16
年度

Ｈ17
年度

Ｈ18
年度

Ｈ19
年度

Ｈ20
年度

目標年 目標値

50 61 60 50 42 調査中
Ｈ22
年度

50,000

平成22年度での目標値50,000台に対し、平成19年度までの実績値が
目標値を大きく下回っている。

目標達成が難しいにもかかわらず、評価書において特段の分析及び
今後の方策の検討がなされていない。



１０

利用者保護のための情報提供・相談等の枠組みの充実〔金融庁／実績評価〕

（政策の概要）金融経済教育の充実、金融行政に関する広報の充実等により、各種金融サービスの特性や利用者保護の仕組みについて

の利用者の理解を進める

（評価の概要） 【総務省の疑問点】

本評価において、測定指標（生活設計を立てて

いるものの割合）は頭打ちの傾向にあると思われ

るが、国民の金融知識への関心が高まっていると

判断した合理的な理由について評価書に明記する

べきではないか。

【金融庁の対応】

○ 「生活設計を立てている」と回答した世帯の
比率は、20年では僅か0.9％ながら初めて減少し
ているが、平成15年以降19年までの間は、微増
ながら一貫して増加基調にあったことなどを総
合的に勘案し、「総じて」国民の金融知識への
関心が高まっていると評価。

○ 総務省の見解を踏まえ、今後の評価において
は、測定結果を分析した内容について国民に分
かりやすく説明していく旨が示された。

３ 評価結果の判定根拠の説明が不十分であるもの

「家計の金融行動に関する世論調査」（金融広報中央委員会実施）にお

ける「生活設計を立てている者の割合」で測定

36.6 

37.5 

37.3 

33.9 

33.0 

30.0 

33.9 

34.4 

41.1 

40.7 

43.3 

44.2 

44.0 

46.8 

45.2 

46.2 

20.6 

20.1 

18.6 

19.5 

22.3 

21.7 

20.3 

18.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成20年

平成19年

平成18年

平成17年

平成16年

平成15年

平成14年

平成13年 生活設計を立ててい

る

現在生活設計を立て

ていないが、今後は
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現在生活設計を立て

ていないし、今後も立

てるつもりはない

測定指標：「国民の金融知識の状況」（前回調査時より向上・20

年度調査実施時点） 他３指標

測定結果では、一見すると指標の測定値は頭打ちの傾向にあるが、
国民の金融知識への関心は高まっていると評価

（測定結果）
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女性医師支援センター事業〔厚生労働省／事業評価（事後）〕

（政策の概要）「女性医師バンク」において再就業を希望する女性医師の就職相談及び就業斡旋などを行うことなどにより、女性医師

の再就業を支援する

（評価の概要）

本事業に係る平成17年度の事前評価では、「再就業件数」、「女

性医師バンク登録者数」及び「再就業支援件数」を指標として設定

していた。

今回の事後評価においては、「就業女性医師数」及び「再就業支

援件数」を指標として設定している。

【総務省の疑問点】

今回の事後評価においては、「再就業件数」と

いう、本事業の政策効果を説明するための重要な

指標が設定されていない。

【厚生労働省の対応】

「再就業件数」を指標に加えることを含め、どのよう

な指標を用いることが適切か検討する旨が示された。

４ 政策効果を測定するために十分な指標が設定されていないもの

事前評価（平成17年度）

における指標

・再就業件数

・女性医師バンク登録者数

目標値：2,500人
・再就業支援件数

目標値：200件

今回の事後評価

における指標

・就業女性医師数

・再就業支援件数

「就業女性医師数」では、本事業の政策効

果である女性医師の再就業の状況を把握

することはできない。



【公共事業】

○ 費用対効果分析マニュアルに関して留意すべき事項
・ 費用対効果分析マニュアルについては、不備がないかなど必要な見直しを行い、費

用対効果分析を行う際の有効な手引書となるようにしていく必要がある。
・ 費用又は効果を算定する適切な手法が確立していないものについては、その算定手
法の確立に向けて知見の蓄積等を進めることが望まれる。

○ 費用対効果分析の方法に関して留意すべき事項
・ 費用対効果分析マニュアルと異なる方法による評価を行う場合には、その必要性、
妥当性等について十分に検討を行う必要がある。

○ 需要予測等に関して留意すべき事項
・ 需要予測等については、その根拠となる前提条件が現実的なものであるかについて
検証を十分に行い、過大又は過小な推計にならないよう留意する必要がある。

○ 費用対効果分析の実施に当たって留意すべき事項
・ 費用又は効果の算定の基準年、起算年、期間等を正しく設定し、また、すべての費
用を遺漏なく算入して費用対効果分析を行う必要がある。

・ 費用又は効果の算定に使用する単価等のデータについては、その妥当性等について
十分に検討を行う必要がある。

・ 再評価に当たり便益又は費用の算定方法を変更する場合等には、その理由の説明に
努める必要がある。
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評価の内容点検の結果見出された一般的な課題



【一般政策】

○ 実績評価方式による評価に当たって留意すべき事項

・ 政策効果を測定する指標については、当該政策効果を測定するために十分なもの
を設定する必要がある。また、当該政策効果を測定するために適切な水準となって
おり、かつ、当該水準はあらかじめ数値化等により具体的に特定する必要がある。

・ 指標の測定方法の客観性を確保するため、データを加工して指標の測定に用いる
場合には、適切な方法により行う必要がある。

・ 目標の達成度合いが低調又は目標の達成見込みがないような場合は、なぜそう
なったのかについて十分な原因分析等を行う必要がある。

・ 設定した指標に係る測定の結果を踏まえ、評価の結果を導く論理を妥当なものと
する必要がある。

○ 事業評価方式による評価に当たって留意すべき事項

・ 政策効果を測定する指標については、当該政策の効果を測定するために十分なも
のを設定する必要がある。

・ あらかじめ設定した指標につき評価を行う必要があり、あらかじめ設定した指標
を用いない場合は、その理由について説明する必要がある。

・ 実際に得られた政策効果が低調であるような場合は、なぜ低調な水準にとどまっ
たのかについて十分な原因分析等を行う必要がある。
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○ 政策評価・独立行政法人評価委員会では、平成19年度重要対象分野である、①少子化対策（育児休業制度、子育

て支援サービス、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現に向けた取組）及び②若年者雇用対策に

関し、関係府省（内閣府、文部科学省、厚生労働省、経済産業省）が行った評価について、課題を取りまとめ、20

年11月、総務大臣に答申を行いました。

○ 今回、これらの政策に関して平成21年度に関係府省が行った評価について、答申において示された課題への対応

状況をフォローアップしました。

・待機児童の解消（厚生労働省）
[答申の概要］ 家族類型などを考慮した潜在需要の推計が求められる。

［確認結果 ] 市町村が家族類型ごとなどの潜在需要の把握を実施した。また、「子ども・子育てビジョン」を
平成22年１月に閣議決定し、26年度までの目標値として認可保育所などの受入れ児童数241万人、３歳未満
児の保育サービス提供割合35％を設定。

・預かり保育の実施（文部科学省）
［答申の概要］ 公立幼稚園などにおける未実施の理由の把握・検証が求められる。
［確認結果］ 評価書では言及がなかったため対応状況を確認。平成22年度に行う「幼児教育実態調査」にお

いて調査する予定であることが示された。

・フリーター支援（厚生労働省）
［答申の概要］ フリーター支援のサービスの充足状況やサービス対象者の属性の把握などが求められる。
［確認結果］ 支援サービスの充足状況や効果的な支援策の検証について、既存調査を活用したフリーターの

分析などを踏まえ、支援サービス対象者の属性把握も含めて分析を進める（平成22年度中目途）。

① 少子化対策

② 若年者雇用対策
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平成19年度重要対象分野のフォローアップの状況

（主な具体例）



○ 総務省では、平成21年度に行われた13府省43件の成果重視事業に係る政策評価について審査を実施し、

その結果を平成21年12月３日に関係機関に通知するとともに、公表しました。

○ 「目標の内容が明らかにされているかどうか」など６つの項目から審査を行った結果、11府省18件の評

価において、述べ25事項の課題を指摘し、当該指摘に係る評価書を修正するなど所要の改善措置を講ずる

よう要請を行いました。

成果重視事業：①各府省の政策体系の中に明確に位置付けた上で、定量的な目標を立て、②厳格な事後評価を行うことにより、国
民への説明責任を果たすとともに、③事業の性格に応じた予算執行の弾力化を行い、④その効率化効果を予算に反映
するもの。

成果重視事業に係る政策評価の審査結果に基づく改善措置状況

本報告の取りまとめ時点における改善措置状況を整理した結果の概要は以下のとおりです。

・ 評価書が修正された、又は今後評価書が修正される予定である政策評価は、６府省（内閣府、

公正取引委員会、総務省、外務省、厚生労働省及び経済産業省）の７件（指摘した課題は延べ９

事項）です。

・ 「目標の達成度合いの判定方法・基準が評価書で明らかにされていない」という課題を指摘し

た６府省（内閣府、公正取引委員会、金融庁、総務省、環境省、防衛省）の12件の政策評価につ

いては、評価の段階で判定方法・基準が定められていないため、現時点における評価書の修正は

困難な状況にあり、平成22年度の評価に向けた実施計画の変更など、今後の成果重視事業に係る

政策評価の取組において対応することとされています。
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評価のやり方点検のポイント

目標が明確であるか、得ようとする政策効果が特定されているかなどにつき、点検

○ 評価方式・分野別に整理・分析を行い、共通的な課題を提起（以下のとおり）
○ 府省別に評価の枠組みや取組状況を整理・分析し、課題を提起

区 分
実施

府省

評価

件数
主な今後の課題

一

般

政

策

実績評価 15 269

・できる限り数値化等により目標を特定。可能な限り検討を行ってもなお特
定できないものは、総合評価や事業評価等への変更も検討
・特に目標の達成度合いが低調な場合には、なぜ目標がそのような達成度合
いにとどまったのかについて十分に原因を分析

事業評価 9 514

・どのような効果が発現したものをもって得ようとする効果が得られたとす

るか、その状態を明確化

・主に施策レベルの政策を対象とする実績評価に加え、必要に応じて事務事

業まで掘り下げて分析を行う事業評価を積極的に活用

総合評価 9 101

・得ようとする情報の内容に応じて、政策評価の設計を十分に検討

・政策の見直しや改善に資する評価を行うため、政策の問題点の把握のみなら

ず、その原因について掘り下げた分析
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区 分
実施

府省

評価

件数
主な今後の課題

義
務
付
け
４
分
野
の
政
策

研究開発 7 689

・新たな大綱的指針に沿った研究開発評価指針を策定し、評価方法の明確化等

により評価を実施

・研究開発施策について、研究開発評価指針に基づき積極的に評価を実施

公共事業 6 5,182
・直近の人口動態等を踏まえた厳正な需要予測を実施

・データや関係情報についての情報公開、情報へのアクセスの利便性を確保

政府開発
援助

1 66

・事前評価における効率性の観点からの評価の充実

・事前評価における成果目標の達成水準の明確化

・未着手・未了案件の事後評価における評価内容の充実
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(注)規制の事前評価については、別途審査を実施



各府省が行った政策評価の件数（合計 6,948(4,036)件）
（参考資料）

評価対象政策 事前評価（1,611(1,314)件） 事後評価(5,337（2,722)件）

一
般
の
政
策

義
務
付
け
４
分
野
の
政
策

政策・施策

事務
事業

実績評価
269(277)件

公共事業評価
968(763)件

公共事業評価
4,214(1,671)件

総合評価
101件
(112)

継続・完了
事業評価
209(41)件

政策決定前
事業評価
305(232)件

事務
事業

研究開発評価
200(146)件

ODA評価
49(43)件

ODA評価
17(25)件

（注１）平成21年1月1日から12月31日までの間に各府省が総務省に送付した評価書の件数を計数したもの（括弧内は平成20年の値）

（注２）政策決定前事業評価は、事前評価が義務付けられている研究開発、公共事業、ＯＤＡ及び規制に係るものを除外して計数した

（注３）前ページの「評価件数」は、やり方点検の対象とした件数（施策レベルの評価に含まれる事務事業単位のものについて審査を行ったもの

等を含む。）であり、上記の件数とは必ずしも一致しない。

884件

(662件)

6,064件
(3,374件)

規制評価
89(130)件

研究開発評価
489(596)件
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規制評価
38件



〔本件連絡先〕

総務省行政評価局 客観性担保評価担当室

さい き しゅう じ

政 策 評 価 官 ： 佐 伯 修 司 (内線：２９１３２)
あら き けん じ

調 査 官 ： 荒 木 健 司 (内線：２９１００)
さい とう とし ひこ

上席評価監視調査官 ： 斎 藤 敏 彦 (内線：２２５４８)

電 話（直通）０３－５２５３－５４０３、５４６２
（代表）０３－５２５３－５１１１

ＦＡＸ ０３－５２５３－５４６４

インターネットによる問い合わせ
https://www.soumu.go.jp/hyouka/i-hyouka-form.html
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